
－１－

人口 面積 人口密度 人口集中地区人口 産業構造

人

人

％ 就 人 人 人

人 業 ％ ％ ％

人 人 人 人 人

％ 口 ％ ％ ％

千円 千円 千円

1 歳入総額 Ａ 1 過疎

2 歳出総額 Ｂ ② 農工

3 歳入歳出差引額 Ｃ ③ 山村振興

（Ａ-Ｂ） 4 低開発

4 繰越すべき財源 Ｄ 5 人口急増

5 実質収支 Ｅ 6 特定農山村

（Ｃ-Ｄ）

6 単年度収支 Ｆ ① ごみ ⑧ 消防救急

7 積立金 Ｇ ② し尿 9 職業訓練

8 繰上償還金 Ｈ ③ 火葬場 10 山林

9 積立金取崩し額 Ｉ 4 道路 11 介護保険

10 実質単年度収支 Ｊ 5 伝染病 ⑫ その他

（Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ） 6 [上水道]

7 結核予防

　※　４ページ債務負担行為支出予定額に再掲

一 般 職 員 等 特 別 職 員 等

千円

千円
-

-
世帯

有

無
人

無

無
円

-

-
円

-

無
円

-

-

-

-

Ⅱ－1

Ⅰ－３

一人当たり平均月額(円）

（平成26年4月1日現在の状況）

351,000

877,000

707,000

-　　　　　

568,000

457,000

383,000

指 定 団 体 等 の 状 況

事 務 の 共 同 処 理 状 況

4,033,473

699,276

897,327

1,133,418

３ 次

知的障害者施設

53.1

3,165

4,162

867,694 1

普通会計からの繰入

1,273,536

603,300

24,940

117,891

977,747

12

8

11

3

職員数
[人]

654,939

下水道

128

125

6

254,276

〃

副 市 長

議 会 議 長

区 長

教 育 長

301,635

270,119

1,720

工業団地

観光施設

介護サービス

7,175

後期高齢者医療

老人保健

議 員

4

93,628

平成16年4月1日

〃

-

〃

平成8年12月1日

171,814,900

19,907,900

8,643,800教 育 公 務 員

180,458,700

区 分
報 酬 改 定
実 施 年 月 日

給 料 月 額 Ｂ
人 円 支給月額 B/A

職 員 数 Ａ 一 人 当 た り の

295,723 市 町 村 長一 般 職 員

うち技能労務職員 66

32

613

581

[平均額]

294,386

[平均額]

副 議 長

〃

2,104,295 △ 71,041

687,887

687,887

その他

計　　※

債 務 負 担
行 為 27 年 度
以 降 支 出
予 定 額

区 分

134,528

臨 時 職 員

消 防 職 員

合 計

収 支 額

普 通 会 計 から の繰 入 額

加 入 世 帯 数

被 保 険 者 数

93,628

654,939

12,228

20,001

物件取得

損失補償等

39,374,781 38,839,876

223,377

8,387

93,382

26,996

82,000

9　その他

1,483,001

366,951 713,303

△ 136,251 △ 417,496

769,698

減 債 基 金

そ
の
他
特
定
目
的
基
金
の
状
況

計

16,455

633,447

1　庁舎等建設

2　国際化推進

3　地域基盤

4　社会福祉

7　産業の振興

8　教育・文化

5　保健医療

6　環境保全

土地開発基金
現 金

土 地

2,239,900 330,000

1,000,398

25,341

36.3 56.6

18,595 25,738

8.6

40,375,179 40,322,877

区 分

38.3

平成25年度

財 政 調 整 基 金

増減率

住
基
人
口

２ 次区 分

7.1　平成３年４月１日、北上市、和賀町、江
釣子村の３市町村が合併して、北上市と
なる。

93,138

94,321

△ 1.3

93,524

93,594

国
勢
調
査

22年

17年

増減率

26.3.31

437.55

27.3.31

28,237
１ 次

国勢調査

16,253

区 分 平成26年度 26年度末残高

△ 0.1

646

ふ り が な岩 手 県

17年

国勢調査

きたかみし

北上市

22年昭和35年10月1日以降の合併の状況

26年度交付税

種 地 区 分

212.9

ｋ㎡ １ｋ㎡当　人

平成26年度財政状況

（決算カード）

市 町 村 名

０３２０６９ 市 町 村 類 型コ ー ド 番 号

国
保
会
計
の
状
況

簡易水道
82,246

123,124

収 支 額
[千円]

水道

一 世 帯 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

病院

法適
用の
有無

事 業 名

被 保 険 者 一 人 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

410,606
被 保 険 者 一 人
当 た り の 費 用

宅地造成

国民健康保険

介護保険

公
営
企
業
等
の
状
況

駐車場

農業集落排水



－2－

市町村名 類型

歳　入 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

市 町 村 税 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

徴収率

北上市 Ⅱ－1

26 年 度
％ ％ ％

決 算 額 経常一般財源 構 成 比 24 年 度 25 年 度24 年 度
％

25 年 度 26 年 度
％ ％千円 千円 ％

特別地方消費税交付金

自動車 ・ 軽 油交 付金

12,989,004

555,909

29,178

1,135,503

65,535

41,826

地 方 債

区 分

寄 附 金

繰 入 金

地 方 交 付 税

諸 収 入

国 庫 支 出 金

国有提供施設交付金

県 支 出 金

財 産 収 入

内 訳
普 通

特 別

交通安全対策交付金

分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料

手 数 料

繰 越 金

配 当 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 税

地 方 譲 与 税

利子割・ｺﾞﾙﾌ場交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

1,243,510

1,483,001

804,868

2,624,200

65,535

5,682,435

5,682,435

462,312

5,037,146

2,935,252

1,781,370

150,802

8,163,179

5,682,435

2,480,744

15,491

317,194

471,306

18,170

12,988,281

555,909

29,178

1,135,503

5,394

15,491

53,214 0.3

62.9

27.5

32.0 32.2 5.9 △ 1.5

1.4 △ 6.3 △ 4.9

1.2 1.2 △ 3.2 △ 1.7

508.1

40.3

196.6

0.1 △ 20.8 2.5

41,826

58.8

3.9

100.0

36.8

0.1

19.8

2.5

0.8

1.3

17.3

0.0

0.1

0.1

1.4

2.7

0.1

△ 4.9

27.5

△ 9.3

2.7 2.4 2.8 △ 0.6 △ 0.9 19.1

0.2

16.1 20.2 △ 10.4 △ 7.8 25.7

△ 55.8

－

0.4 0.3 0.1 27.6 1.8 △ 50.4

13.4 14.1 △ 2.0

6.1 △ 43.8 25.2

△ 12.5

2.7

6.9

△ 2.8

10.8 13.8 12.5 △ 9.3 44.7 △ 9.4

1.2 1.1 1.0 △ 0.8

－

64.5

7.3 19.7 △ 0.9 △ 9.1

4.4 3.4 3.7 38.3 △ 11.5 7.3

0.1 0.0 0.4 △ 36.6 △ 67.1 1,299.6

2.7 4.4

2.5

12.8 △ 0.1

2,286.0

1.1合 計 20,659,52940,375,179

0.4 7.9 3.1

6.5 △ 2.7

2.5 1.9 2.0 △ 22.7

△ 60.9

市 町 村 民 税
個人分

法人分

3,972,486

1,197,030

29.1

区 分
決 算 額 基 準 税 額 × 超過課税収入額

千円 100/75       千円 千円 ％

3,226,596

634,803 140,003

内
訳

特 別 土 地 保 有 税

法 定 外 普 通 税

目的税

入 湯 税

都 市 計 画 税

そ の 他

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税

鉱 産 税

98.8%

合 計

区 分

旧 法 に よ る 税

合 計 9,253,287

％ ％

5.5

0.3

25 年 度

100.0100.0

6.5 6.5

9.1 8.0

％ ％ ％

24 年 度 25 年 度 26 年 度26 年 度

0.2 0.0 0.1 0.1

1.0

0.7

1.7 1.4

98.7% 20.6% 94.1%

合 計

93.1%

95.5%

98.6%

3.8 0.3

24 年 度

24.0%

純固定資産税

市町村民税

13.2 0.1100.0

△ 10.4

6,749,052

1,997,103

3,054,729

1,636,106

61,114

222,783

835,886

土 地

家 屋

償 却 資 産

市 町 村 交 付 金

12,989,004

4,625,291

1,377,255

2,113,919

1,134,117

10,939

723

19.0%

現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分

107,114

606,553

160,044

△ 5.0

△ 6.0

105

579,160

15.4

45.0

5.2

13.8 13.3 12.5 0.2

0.0 △ 100.0

439,157

131,264

200,779

△ 23.2 17.7

53.3 53.1 51.9 0.7 △ 1.8 △ 1.4

30.7 30.6

10.1 7.9 9.2

7.6

0.6 0.6 0.5 △ 1.3

△ 4.7

△ 4.3 △ 17.2

△ 4.1 △ 2.3

22.6 23.3 23.5 △ 2.0 1.8 1.5

16.3 15.9

－

皆増 △ 47.5

1.9

11.0 △ 2.0

1.5 1.6

5.9 6.6 6.5 △ 0.6

1.7 2.9 4.0

△ 6.20.1 0.1 0.1 13.9

－

52.5

－

△ 1.5 0.7

0.0 0.0 0.0 △ 11.1

－

100.0 100.0 100.0 5.9

△ 7.6

△ 4.1 △ 0.248,809 48,809 0.2 0.1 0.1 0.1

△ 3.0

0.7 0.8

5.4

0.7 1.7

124.6

0.1 0.0 0.0 5.9 △ 5.5 △ 14.1

株式等譲渡所得割交付
金 19,784 19,784 0.1 0.0 0.1 0.0

112.1 108.8

918.0 △ 31.7
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市町村名 類型

性質別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

千円

千円

千円

千円

目的別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

北上市 Ⅱ－1

1.8 △ 0.4

2.5 0.5

％ ％ ％ ％

26 年 度 24 年 度 25 年 度 26 年 度
％ ％

24 年 度 25 年 度決 算 額 一 般 財 源
千円 千円

うち経常
一般財源

経常収
支比率

補 助 費 等

人 件 費

う ち 職 員 給

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

内
訳

小 計

維 持 補 修 費

区 分

1.9

12.4

4,331,587

3,127,782 2,637,553

6,194,190 1,649,742

6,793,214

％

積 立 金

投資及び出資金･貸付金

繰 出 金

うち一部事務組合負担金

％

24 年 度 25 年 度 26 年 度 24 年 度

5.2

1,517,304 728,390

17,901 15,761

886,767

17,542,461 14,511,452

％

・経常経費充当の
　一般財源

19,687,980

・歳入一般財源

27,400,168

20,659,529

％ ％ ％

10.5

25 年 度 26 年 度普通建設事 業費
千円

4.9

2.5 6.0

90.6 6.7

0.1 0.1 0.1 △ 5.4 51.6

合 計

元 利 償 還 金

一 時 借 入 金 利

う ち 人 件 費

普 通 建 設 事 業

補 助 事 業

単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業

失 業 対 策 事 業

教 育 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

10,620,897

1,840,981

前 年 度 繰 上 充 用 金

小 計

区 分 決 算 額
千円

投 資 的 経 費

合 計

議 会 費

内
訳

5,020,222

4,857,348

前年度繰上充用金

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

39,374,781

5,000,114

千円

26,399,770

287,911

3,987,568

5,744,720 4,430,420

622,866 429,688

5,946,171 5,340,081

6,792,974 5,019,982

240 240

17,844,752 11,001,551

3,413,649 3,028,516

2,745,526 2,729,149

872,854 868,126

942,201 414,621

48,611 48,611

3,969,667 871,006

142,6162,452,363

264,375

3,794,776 2,991,702 46,132

22,242,829

・経常一般財源
  総額（歳入）

一 般 財 源

287,911

366,185 55,182 42,387

12,906

4,087,007 3,406,788 344,575

1,249,631 359,442

3,253,311 697,111

1,353,795 1,016,472 193,194

4,709,709 2,677,602 1,791,215

39,374,781 26,399,770 3,969,667

0.8

28.5

3.0

4.1

0.8

0.1

1,524,309 1,424,815 218,330

3,977,837

17,901 15,761

6,793,473 5,020,481

8.4

12.8 14.8 10.4 11.6 31.1 △ 29.0

0.7 0.7 △ 17.5 △ 1.3

3.9

6.9 6.7 9.6 5.9 9.6 46.7

27.026.3 △ 0.3 4.8

△ 56.9

4.1 3.9 4.7 0.0 9.4 21.4

0.92.2 44.4 △ 18.2

△ 39.2

43.2 △ 6.5

3.45.7 △ 1.1 57.2

10.3 13.0 12.0 3.3

7.5

9.9 10.6 10.1 △ 2.1 21.6 △ 3.6

3.9 12.43.7 △ 3.53.7

△ 68.4

15.0 12.3 17.3 3.5 △ 7.4 42.5

0.00.1 △ 59.9 △ 79.8

100.0 100.0 100.0 1.7 13.4 1.4

△ 100.0

0.0

0.0 △ 95.5

9,307,441

19.3

11.9

7.4

20.1

20.1

0.0

10,380,539

3,663,215

4,283,790

2,637,553

1,636,427

4,460,322

4,460,082

240

2,461,054

429,688

2,753,484

1,166,912

0.7

12.3

11.1

41.9

14.0 12.6

8.9 8.0

46.8

16.5

4.4

12.3 △ 8.2

7.9 △ 3.8

0.0 △ 51.5

3.8

3.3

9.1

6.1

0.2 7.2

45.9 △ 1.4

1.8 1.5

17.315.1

0.0 0.0

3.5

△ 7.4 42.53.5

△ 7.4 42.5

14.5 79.1

15.716.8

17.315.1 12.3

14.9

△ 1.8 15.7

17.7 15.7 14.6 9.3 0.9 △ 6.0

45.339.7

△ 63.1

△ 8.9

2.4

2.2 87.1

△ 4.09.7 5.8

12.1 13.4 15.1 8.3 25.1 14.6

1.6

3.7

3.7 7.7

7.0

29.0 △ 34.3

15.2 87.5

56.4

10.3 8.7 △ 12.2

0.0

48.4 50.7 44.6 8.1 18.7 △ 10.9

27.4 △ 14.4

10.19.65.7 △ 18.5

2.4 3.5 △ 0.8

5.6

7.9

3.9 11.764.4

6.2 △ 2.2

119.0△ 1.510.19.5

172.0

13.4

0.8 0.1 0.0 △ 59.9

1.4100.0 100.0 100.0 1.7

0.0

△ 79.8 △ 68.4

(減収（特）・臨財を加

(減収（特）・臨財
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類 型

年　度　 24年度 25年度 26年度
　区　分

千円 千円 千円

880,227 896,682 897,327

（ 89.5 ） （ 92.5 ） （ 95.3 ）

注 １ 　経常収支比率欄の（　）は，減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債を除いた率である。
　 ２   自主財源 ＝ 地方税＋分担金・負担金＋使用料・手数料＋財産収入＋寄附金＋繰入金＋繰越金＋諸収入
　 ３   一般財源 ＝ 地方税＋地方譲与税＋地方交付税＋利子割交付金＋地方消費税交付金＋ゴルフ場利用税交付金
　　　　　　　　  ＋特別地方消費税交付金＋自動車取得税交付金＋地方特例交付金

6,064,218

1,029,257

15.9 16.8 16.6

44,731,337

24,144,734 20,220,583

18,470,727

43,215,174 39,599,342

26,141,560

4,330,679 2,616,306

18,990,010 19,317,185

119,050 80,430 61,574

1,028,574 1,028,87521.7 31.3

859,982 646,703 687,887

16,739,190 16,784,167 16,653,816

1,249,904 1,295,516 1,406,779

10,579,643 11,395,015 11,015,473

21,702,939 21,987,724 21,700,577

0.65 0.66

6,605,372

48.7 51.1

91.8 95.2

171.7

83.5

-

0.7 0.6

3.0 3.1

Ⅰ－３ Ⅰ－３

4,689,880 4,549,617 4,033,473

交付税種地区分

財政調整基金現在
高

市 町 村 名 北上市 Ⅱ－1

3.5 2.9

52.6 57.1

21.934.8

年　度　
　区　分

Ⅰ－３

0.63

4,397,107

基準財政需要額

災害復旧等に係る
基準財政需要額

減債基金現在高

債務負担行為支出
予定額

財政力指数
（３ヶ年平均）

積立金現在高

債務負担行為額

実質公債費比率

地方債現在高

国保会計財政調整
基金現在高

内
訳

そ の 他

6,419,267

公債費の標準財政規模
に対する割合

経常収支比率

地方債現在高比率

23.7

48.8

29.2 27.9

97.4

実質収支比率

地方債比率

公債費比率

債務負担行為支出予定
額を加えた公債費比率

政 府 資 金

県 貸 付 金

基準財政収入額

標準財政規模

5.5

61.6

31.0

公債費負担比率

起債制限比率

203.7

自主財源比率

経常一般財源比率

一般財源比率

普通建設事業費の
うち一般財源等比率

債務負担行為比率

積立金現在高比率

債務負担比率

31.2 28.4

- -

- -

19.7

26年度

203.7

88.585.8

20.4

15.1

17.0

18.315.4

24年度 25年度

--

0.8

30.4

4.0

普通建設事業費のうち
一般財源等の比率

実質収支

〇 地方債比率 ＝
地方債充当額

普通建設事業費
〇 一般財源比率 ＝

一般財源
歳入総額

〇 地方債現在高比率＝
経常一般財源収入額

標準財政規模 一般財源等（一般財源振替分等を含む）
地方債現在高

＝

〇

〇 積立金現在高比率

〇 経常一般財源比率

＝
積立金現在高
標準財政規模

債務負担行為比率 ＝
翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源

標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

〇 債務負担比率 ＝
標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源

〇 自主財源比率 ＝
自主財源
歳入総額

＝
標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額

〇 ＝
一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）

普通建設事業費

実質収支比率〇



平成26年度決算統計　各種財政指標算出表

実質収支（02表） 633,447

標準財政規模（00表） 21,700,577

一般財源（05表01～11行3列＋5列） 23,048,727

歳入総額（05表31行１列） 40,375,179

一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）(13表12行11列） 871,006

普通建設事業費（13表12行01列） 3,969,667

地方債充当額（13表12行10列） 810,100

普通建設事業費（13表12行01列） 3,969,667

公債費充当一般財源（13表32行１１列） 5,020,222

一般財源総額（歳入一般財源）（05表31行3列＋5列） 27,400,168

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源（38表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 21,700,577 - 1,406,779

翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 21,700,577 - 1,406,779

積立金現在高（29表06行4列） 6,064,218

標準財政規模（00表） 21,700,577

自主財源（04表より計算） 19,703,367

歳入総額（05表31行１列） 40,375,179

経常一般財源収入額（05表31行5列） 20,659,565

標準財政規模（00表） 21,700,577

地方債現在高（33表） 39,599,342

一般財源等（一般財源振替分等を含む）（13表41行11列） 23,064,218

公債費（13表32行） 6,793,214

標準財政規模（00表） 21,700,577

国庫支出金及び県支出金充当額（13表12行） 960,060 + 570,884

普通建設事業費（13表12行）

その他

○　公債費比率（債務含む） 35表（ア－オ）※＋37表05行11列（公債費に準ずる債務負担行為） 3,053,543 + 394,944

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（3

○　公債費比率 35表（ア－オ）※ 3,053,543

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（3

※公債費充当一般財源（繰上償還額及び転貸債償還額に係る分を除く）－　災害復旧費等に係る基準財政需要額

169.928

38.57

48.80

95.20

171.69

31.30

169.93
20,293,798

＝ ＝ 150.467 150.5 150.47

×1,000

×1,000
20,293,798

＝ ＝

31.3

169.9

38.6

＝ 31.304＝

2.92

57.09

21.94

20.41

2.9

57.1

＝ 18.322 18.3

＝ 21.942 21.9

＝

公債費負担比率

〇

18.32

0.57

3.07

27.9427.9

＝ 48.801

3.1

＝ 0.570 0.6

＝

＝

〇

〇

地方債現在高比率

国県支出金比率

〇

＝ 95.203

＝ 171.692

＝ 27.945

＝

公債費の標準財政規
模に対する割合

〇

経常一般財源比率 ＝

積立金現在高比率

〇 ＝

20.407

623,745

95.2

3,969,667
＝ 38.566

171.7

48.8

〇

自主財源比率〇 ＝

〇

＝債務負担行為比率

115,739

＝

〇 ＝債務負担比率

20.4

3.074

＝ 57.086

＝ ＝

〇 ＝実質収支比率

一般財源比率

普通建設事業費のう
ち一般財源等の比率

＝

〇 ＝

〇

地方債比率

2.919

地方税，分担金及び負担金，使
用料，手数料，財産収入，寄附
金，繰入金，繰越金，諸収入   



平成26年度健全化判断比率の状況 都市名： 北上市

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

- - 16.6 106.8

平成26年度資金不足比率

資金不足比率

-

-

-

-

-

特　別　会　計　名

下水道事業

農業集落排水事業

工業団地事業

宅地造成事業

電気事業


	1
	2
	3
	4
	指標算出表(H26) 
	健全化判断比率

